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行
政
の
目
的
は
、
住
民
の
福
祉
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
で
す
。
そ

の
た
め
に
、
限
ら
れ
た
財
源
を
最
大
限
、
効
率
的
・
効
果
的
に
用

い
る
こ
と
が
、地
方
公
共
団
体
の
役
割
で
す
。

　

行
財
政
改
革
は
こ
の
原
則
の
下
に
、
そ
の
時
々
の
時
代
背
景
や

住
民
ニ
ー
ズ
な
ど
を
適
切
に
捉
え
、
で
き
る
限
り
の
住
民
福
祉
を

達
成
す
る
土
台
を
作
る
こ
と
で
す
。

行
財
政
改
革
の
取
り
組
み

こ
れ
ま
で
の
成
果
と

今
後
の
取
り
組
み

その１４

　

市
は
平
成　

年
度
か
ら
行
財
政
改

１８

革
に
取
り
組
ん
で
お
り
、
行
財
政
改

革
大
綱
・
同
実
施
計
画
に
よ
り
、「
市

政
運
営
方
針
の
改
革
」「
組
織
の
改

革
」「
人
の
改
革
」「
事
務
事
業
の
改

革
」
を
５
つ
の
柱
に
、　

項
目
の
見

８１

直
し
方
針
を
策
定
し
、
具
体
的
な
改

革
を
進
め
て
き
ま
し
た
。

　

実
施
計
画
で
は
、
行
財
政
改
革
に

よ
る
削
減
効
果
額
と
し
て　

億
円
を

３７

平
成　

年
度
ま
で
に
達
成
す
る
こ
と

２２

と
し
て
お
り
、
今
回
の
取
り
ま
と
め

で
は
、
こ
の
目
標
額
に
対
し
て　

億
１５

８
５
０
０
万
円
、　

・
２
％
の
達
成
と

４２

な
っ
て
い
ま
す
。

　

一
定
の
効
果
が
表
れ
て
い
る
一

方
、
ま
だ
不
十
分
な
内
容
も
あ
り
ま

す
。

　

今
後
の
環
境
変
化
な
ど
に
対
応

し
、
真
に
必
要
な
市
民
サ
ー
ビ
ス
を

充
実
さ
せ
る
た
め
、
情
報
公
開
と
評

価
シ
ス
テ
ム
に
基
づ
い
た
行
財
政
改

革
を
推
進
し
ま
す
。

　

積
極
的
に
情
報
を
公
開
・
提
供
し

て
、
市
の
仕
事
を
分
か
り
や
す
く
市

民
に
説
明
し
、
方
針
等
を
明
確
に
す

る
こ
と
で
、
事
業
の
推
進
や
見
直
し

の
判
断
の
客
観
性
を
高
め
て
い
き
ま

す
。

　

市
と
し
て
の
説
明
責
任
を
果
た
す

こ
と
で
、
行
政
に
対
す
る
市
民
の
理

解
を
深
め
、
市
民
と
自
治
体
と
の
新

た
な
役
割
分
担
に
基
づ
く
協
働
を
推

進
し
て
い
き
ま
す
。

　

事
業
評
価
の
実
施
に
よ
っ
て
、
行

政
サ
ー
ビ
ス
を
成
果
等
の
視
点
か
ら

チ
ェ
ッ
ク
し
、
改
善
に
つ
な
げ
、
効

率
的
か
つ
効
果
的
な
行
政
運
営
を
行

っ
て
い
き
ま
す
。

　

こ
れ
に
よ
り
、
納
税
者
で
あ
り
、

サ
ー
ビ
ス
の
受
け
手
で
あ
る
市
民
に

対
し
て
、
最
適
・
最
大
の
行
政
サ
ー

ビ
ス
（
満
足
度
・
納
得
性
・
品
質
等
）

の
提
供
を
図
り
、
市
民
の
満
足
感
を

高
め
て
い
き
ま
す
。

　

現
在
、
市
が
保
有
し
て
い
る
施
設

の
あ
り
方
、
事
務
事
業
の
推
進
に
つ

い
て
、
ゼ
ロ
ベ
ー
ス
か
ら
見
直
し
、

市
の
将
来
を
見
据
え
た
効
率
的
な
財

政
運
営
、
行
政
組
織
の
簡
素
化
を
進

め
る
と
と
も
に
、
計
画
の
抜
本
的
な

見
直
し
を
行
い
、
一
層
の
推
進
を
図

っ
て
い
き
ま
す
。

■
問
い
合
わ
せ　

行
財
政
改
革
推
進

本
部
事
務
局
（
�
�
０
２
０
８
）

こ
れ
ま
で
の
成
果
と

今
後
の
方
針

情
報
公
開
の
推
進

事
業
評
価

計
画
を
見
直
し

さ
ら
な
る
推
進
を
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【市政運営方針の改革】

�市政懇談会などの充実…まちづくり協議会との懇談会を実施し、意見、要望等の取りまとめを行い、

関係各課が連携し対応した。

�ホームページの充実…トップページの改良、定住促進ページの開設など

�パブリックコメント制度の導入…市政に市民の意見を反映させるためパブリックコメント制度を制

定し、平成２０年度から実施することとした。

【組織の改革】

�組織機構の見直し…市長部局を４部制から３部制へ、５地域局から４地域局として３課制から２課制

へ。教育委員会事務局は３課制から４課制へ（平成１９年度に実施）

�人件費の削減…合併時の職員数８３８人（平成１７年４月）に対して７２４人（平成２０年４月）。目標の１５６

人の削減に対し、１１４人の削減。―〔効果額〕８億３１００万円

�その他…消防団の階級別人員の是正などによる組織の見直しや、教育委員会関連では今年度から小・

中学校の通学区の見直し、備中地域の小・中学校の自校給食方式を川上給食センターから配送する方

式への見直しを行った。

【人の改革】

�職員の意識改革…効果的な職員研修の継続的な実施。人事評価システム導入に向けての検討。

�手当の見直し…平成１８年度から時間外勤務手当の削減に向けた見直し、住居手当、特殊勤務手当の削

減―〔効果額〕５４００万円

※組織の改革、人の改革の合計は８億８５００万円になり、今回の効果額の約半分を占める。

【財政構造の改革】

�徴収体制の強化…市町村税整理組合への加入、一斉徴収、県との共同徴収など徴収方法の見直し、差

押えによる滞納処分の実施　―〔効果額〕１億２５００万円

�使用料・手数料などの見直し…施設の使用料の均衡と受益者負担の適正化を図った。―〔効果額〕４８００

万円

�特別会計へ繰出金の抑制…公営企業健全化計画を策定し一般会計からの繰出金の抑制　―〔効果額〕

２６００万円。また、市有の遊休資産、不要物品の積極的な売却を行い歳入の確保を図っている。

【事務事業の改革】

�一般事務経費の削減…消耗品費、光熱水費などの削減―〔効果額〕４０００万円

�外部委託の見直し…外部委託における委託業務内容の精査、契約方法の見直し　―〔効果額〕１億３００

万円

�補助金、負担金などの見直し…各種団体への補助金、負担金などの見直し、報償費の見直しなど　―

〔効果額〕２億９５００万円

�宿直業務の見直し…有漢・備中地域局の宿直業務の廃止（今年４月から）―〔効果額〕８００万円

�公共工事の縮減…公共工事における土砂の工事間流用、合併施工　―〔効果額〕５５００万円。そのほか、

指定管理者制度導入施設の継続的な見直しを検討・実施。

これまでの取り組み状況


